
個人情報 答申第３７号 

２０２３年７月２４日 

１ 再検討の求めに至る経緯

視聴者より、「貴協会が保有する本人に関する個人情報。特定住所 A 特定客

番号 B 特定個人 C 氏からの受信料収受記録。受信契約後の現金及び口座振替

支払いの第１回目の年月日、金額、支払者、領収証発行状況、振替金融機関名、

口座番号、口座名義人名、口座名義人住所、現金支払者の住所」とした、個人情

報の開示の求めがあった。

ＮＨＫは、求める個人情報が存在せず、開示することができないとした。ま

た、「特定個人 C 氏の個人情報として、補正前の住所の「特定住所 D」の記録が

あるが、「特定住所 A」の記録は存在しない。」と補足説明を行った。 
これに対して視聴者より、「特定住所 D は、平成＊＊年市制移行した。同時に

「大字」表示も削除され、現在に至っている。特定住所 A は特定住所 D の現在

の正しい表記である。読替にて対応し、開示の再検討を求める。」として、再検

討の求めがあった。

２ ＮＨＫの見解の要旨

ＮＨＫでは本人の放送受信契約に係る受信料の収受記録は、平成１１年から

平成１４年までの記録を保有している。しかし、平成８年に金融機関の合併な

どにより、本人の放送受信契約に係る、口座情報の変更が行われたことを示す

記録があり、平成１１年の収受記録は第１回目のものではないため、求める保

有個人データは存在せず、開示することはできない。

３ 審議委員会の判断

 再検討の求めについて、当委員会は、関係部局への聴取を行い、放送受信契

約に関わるＮＨＫの営業関係の帳簿書類の保管期間を定めた規程に「放送受信

料口座振替利用届」は保存期間が５年であること、「受信料収受記録」は文書で

はなく、業務管理上運用している営業システムに存在するが、求める第１回目

の記録は存在せず、当該保有個人データは存在しないというＮＨＫの説明に特

段不自然不合理な点はなく、本件を不開示としたＮＨＫの取り扱いは妥当と判

断する。

４ 審議の経過 

２０２３年 ５月１８日（第３３０回審議委員会） 

諮問、審議 

６月 ８日（第３３１回審議委員会） 

審議 



７月２４日（第３３２回審議委員会） 

審議、答申 

 


